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キャリアカウンセリングにおけるコミュニケー

ションの問題を考える際, 本来, 取り上げるべき

テーマとは, カウンセラーとクライアントの二者

間のコミュニケーションであるかもしれない｡ 例

えば, カウンセラーはクライアントとどのように

接するべきなのか, また, どのような技法を用い

てどのようなプロセスでカウンセリングを行って

いくのか｡ こうしたカウンセリング過程そのもの

を取り上げるのが一般的であるかもしれない｡

実際, ｢言語的および非言語的コミュニケーショ

ンを通して, 行動の変容を試みる人間関係 (國分,

2001)｣ という, よく知られたカウンセリングの

定義を引くまでもなく, フェイス・トゥー・フェ

イス (対面的) のコミュニケーションこそがカウ

ンセリングの本質であり, それはキャリアカウン

セリングにおいても変わるところはない｡ カウン

セリング過程におけるコミュニケーションには,

論ずべき多くのテーマが存在しているのであり,

現在でもその重要性は衰えていない｡

しかし, 一方で, 以前から, カウンセリングに

関する議論については, あまりに ｢相談室の中の

‶ 1 対 1 の人間関係の質" を高めることに集中し

すぎてきたきらいがある (木村, 1997 p.24)｣ と

いう指摘があった｡ 従来のキャリアカウンセリン

グに関する議論では, 来談者とカウンセラーの理

想的な援助関係の築き方などの狭い範囲でのカウ

ンセリング過程に焦点が当てられすぎた｡ そのた

め, キャリアカウンセリングは, カウンセラーと

クライアントが対面して ｢心の問題｣ に耳を傾け

る過程としてのみ理解されやすかった｡

現在, 日本では, ハローワークを中心とした公

共職業サービス機関, 不安定就労者のキャリア形

成支援を目的とした施設, 民間職業紹介機関や

NPO による就労支援など, 各方面でさまざまな

キャリアサービスが提供されている｡ そうしたな

か, カウンセリング過程の話に終始しがちな従来

型のカウンセリング理論は, クライアントの個別

支援を支える理論的支柱としては十分に機能しな

くなっている｡ 机を挟んで ｢悩み｣ を語ってもら

うような, そういったタイプの ｢カウンセリング｣

だけを論じていたのでは, もはや不十分であり,

キャリアカウンセリングにかかわるさまざまなこ

とが論じられる必要が生じている｡

特に, 90 年代以降のキャリアカウンセリング

に関する外国文献では, キャリアカウンセリング

の内容そのものではなく, キャリアカウンセリン

グを含めたキャリアサービス全体の運営に関する

まとまった記述が多くみられるようになってきた

(Bishop, 1995; Gibson & Mitchell, 2006; Miller &

Brown, 2005; Niles & Harris-Bowlsbey, 2002; OECD,
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2004; Peterson, Sampson, & Reardon, 1991; Schutt,

2006)1)｡ そこで, 本稿では, 最近のキャリアサー

ビスに関する議論の中から, 日本のキャリアカウ

ンセリングにおけるコミュニケーションを考える

上で重要だと思われる議論を中心に ｢デリバリー｣

｢コスト｣ ｢アカウンタビリティ｣ の三つの側面に

整理して紹介したい｡ そして, 最後に, 再び日本

のキャリアカウンセリングにおけるコミュニケー

ションの問題に立ち返り, 現在のキャリアカウン

セリング環境の中で, どのように考えるべきかを

改めて論ずることとする｡

Ⅱ デリバリー

まず Peterson ����. (1991) に基づいて, キャ

リアサービスの ｢デリバリー｣ に関する議論を紹

介する｡ キャリアサービスの ｢デリバリー｣ の議

論とは, 文字どおり, キャリアサービスをどのよ

うに提供するのかという問題であり, クライアン

トとどのような形でコミュニケーションをとるの

かというモダリティの問題でもある｡ ここに論ず

べきトピックがあるということを自覚的に捉える

ためにも, 日本のキャリアカウンセリング研究の

文脈では, あえて ｢デリバリー｣ という用語とし

て捉えるのが望ましいと考える｡

この議論では, キャリアサービスの提供方法を

大まかに四つのタイプに分ける｡ 自己選択 (self-

directed career decision making), 個別カウンセ

リング (individual career counseling), グループ

カウンセリング (group career counseling), カリ

キュラム (curricular) の 4 タイプである｡ 以下に

各タイプの特徴について見ていくこととする｡

1 自己選択型のキャリアサービス

自己選択型のキャリアサービスは, 概して職業

意識が高いクライアントに有効であるとされてい

る｡ サービスの内容は, おもに情報リソースの提

供であり, 個別の多様なニーズに対応しやすい｡

1 人のスタッフで取り扱える人数はかなり多いた

め, 情報リソースを正しく活用してもらうための

インストラクションさえ正しく行えば, 最もコス

トをかけずに効率的にサービスを提供できる｡

ただし, 情報環境が整備され, 人手を媒介せず

にキャリアサービスが受けられることによる弊害

もある｡ 例えば, 実際にハローワークで聞かれる

話として, 各種情報媒体の活用方法やその内容の

解釈を根本的に間違って理解しているクライアン

トに対して, その間違いを正す機会が失われてい

るという現状もある2)｡

結局のところ, 自己選択型のキャリアサービス

は, キャリアサービスを必要とする大量のクライ

アントを ｢さばく｣ ために必須となるサービスで

あり, 誰ともコミュニケーションをとらずにキャ

リアサービスが受けられてしまうということが最

大のメリットでもあるが, デメリットにもなる｡

2 個別カウンセリングによるキャリアサービスの

提供

過去の実証研究の結果を統合するための特殊な

統計手法としてメタ分析と呼ばれる手法がある｡

このメタ分析を用いて 1980 年代以降のキャリア

サービスに関する効果実証研究を分析した結果

(Miller & Brown, 2005; Whiston, Brecheisen &

Stephens, 2003), カウンセラーの人的な支援がな

い場合とある場合とでは, やはりある場合のほう

がクライアントにとって効果が高いということが,

かなり頑健な結果として明らかにされている｡

特に, 個別カウンセリングによるキャリアサー

ビスの提供は, 職業意識のレベルが多様なクライ

アントにその都度, 柔軟に迅速に対応することが

できる｡ また, メンタルヘルスの知識を活用でき

たり, ソーシャルワーカーやセラピスト, 教育訓

練の担当者などと柔軟にチームを組んで支援でき

ることも利点である｡ このタイプのキャリアサー

ビスは, 人が媒介することで, 完全に個別のクラ

イアントのニーズに合わせることができるのみな

らず, 本来, クライアントが考慮すべき点を考慮

してない場合に是正することができることが大き

なポイントになる｡

一方, 個別カウンセリングによるキャリアサー

ビスの難点は, 何よりもコストがかかりすぎるこ

とにある｡ そのため, 特徴のよく似た対象者でグ

ループを構成し, そのグループに対してキャリア

サービスを提供するのが, 効率という点からは重
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要となる｡

3 グループカウンセリングによるキャリアサービ

スの提供

グループカウンセリングによるキャリアサービ

スでは, グループのメンバー間のコミュニケーショ

ンが相互の問題解決にかなり役立つとされる｡ 自

らが目下抱えている問題は他のメンバーと共有し

うるものであると知るだけでも効果があるが, 互

いに同じような立場で意見を言い合ったり, 他人

を観察するプロセスが特に有益となる｡

このタイプのキャリアサービスは, グループカ

ウンセリングのプロセスがどの程度, 構造化され

ているのかによって異なる｡ つまり, 事前にどの

程度, グループで行う課題の内容や手順などが固

定されているか否かで異なる｡ 事前に課題や手順

が固定化されていないほうが参加者のニーズには

対応しやすい｡ また, メンバー間のコミュニケー

ションは活発になり, それによる問題解決のプロ

セスがより期待できる｡

一方, 構造化されていない場合には, グループ

のリーダーのスキルや指示の重要性が高まり, そ

の力量が問われる｡ 事前に課題やツールを準備で

きないということは, それ自体, 行き当たりばっ

たりのキャリアサービスの提供ということになり

かねない｡ 同時に, 予定が立てづらく, スケジュー

ルを組みにくいという点も指摘されている｡

こうしたこともあって, Whiston ����. (2003)

の分析結果では, 同じグループカウンセリングで

も構造化されている場合とそうでない場合では,

構造化されている場合のほうが効果が高いという

結論が出されている｡

4 カリキュラムによるキャリアサービスの提供

カリキュラムによるキャリアサービスの提供は,

構造化されたグループカウンセリングによるキャ

リアサービスの延長線上に考えることができる｡

例えば, 属性のよく似た学生・生徒が集まり,

進路先の傾向も似ており, 置かれている環境条件

も似ているといった学校場面でのキャリアガイダ

ンスの必要性・重要性は, この観点からも導かれ

る｡ 特に, サービスの対象者が必ず知っておくべ

きことがあれば一斉に情報提供を行うことができ

る｡ そのためにあらかじめスケジュールを組み,

課題や進め方を準備しておくことができる｡

端的に言えば, このカリキュラムによるキャリ

アサービスとは, 学校の授業時間内で行うタイプ

のものであり, 現在, 日本の初等中等教育で導入

が進められている ｢キャリア教育｣ や, 昨今の大

学の ｢キャリアデザイン科目｣ などに理論的な根

拠を提供するものでもある｡ 学校段階でキャリア

発達にかかわる最低限のスキルを身につけさせる

ことが, 結局のところ, 若者全体に対して一律の

キャリアサービスを提供することになり, その後

の人生で個別カウンセリングやグループカウンセ

リングを受ける必要を少なくする｡ 一方, 身近な

カウンセリングサービスについて紹介しておけば,

本当に支援が必要なときにはアクセスすることも

容易となる｡ 結局, このタイプのキャリアサービ

スは ｢予防｣ に向けた活動といった側面があると

いうことになる (cf. 金沢, 1998)｡

5 プランニング

表 1に, 前節で上述した ｢デリバリー｣ の議論

をまとめた｡ この ｢デリバリー｣ の議論は, キャ

リアサービスをどのように提供するかのプランニ

ングの議論に発展する｡

通常, キャリアサービスのプロバイダーが一つ

あるとすれば, 表 1にあるキャリアサービスのう

ちいくつかを複合的にとりそろえているのが一般

的である｡ 例えば, 個別カウンセリングだけでは

人数をさばけないため, やはりコンピュータを並

べて自己選択型のサービスを提供する必要がある｡

また, 履歴書や職務経歴書の書き方などのセミナー

はグループで実施したほうが効率的である｡ こう

していくつかのサービスを組み合わせて, 多様な

クライアントのニーズに最大限応えられるベスト

ミックスを模索するのがプランニングの議論であ

る｡

問題は, どのような対象者にどのようなサービ

スを提供するかの振り分けである｡ この点につい

て, 外国の先行研究が必ず指摘する最も基本的な

原則は, クライアントのニーズにあったサービス

を提供するのが最善であり, そのために初期段階

紹 介 最近のキャリアカウンセリング研究におけるコミュニケーション

日本労働研究雑誌 59



でクライアントのスクリーニングが必要となると

いうことである (Gati & Asher, 2000; Sampson,

Peterson, Reardon & Lenz, 2000; Schutt, 2006)｡ 最

近, 設立されている若年者を対象とした各機関で

も, 若者が来所した初期の段階で何らかの形でニー

ズの把握は必ず行われており, 当然ながら, 日本

のハローワークの ｢あっせんサービス｣ と ｢支援

サービス｣ の区分もデリバリーとプランニングと

いう観点から再理論化することが可能である｡

スクリーニングを行うにあたっては, ある特定

のクライアント属性に焦点を当てて何らかのアセ

スメントを行い, 分類を行い, 提供すべきサービ

スを特定する｡ 例えば, Sampson ����. (2000)

では, クライアントが抱えている問題状況の複雑

性とクライアントの適応性によって四つの類型に

分類し, それぞれに適切なサービスを提供するた

めのモデルを提示している (表 2)｡

このようにプランニングにあたっては, どの対

象者にどんなサービスを提供するのかをいわば

｢セグメント化｣ することが重要になる3)｡ 対象者

を特定の基準でいくつかの観点から分類し, それ

ぞれに必要なキャリアサービスを提供するという

議論が ｢プランニング｣ の議論の中核をなす｡ そ

して, こうした考え方が, 大枠で, キャリアカウ

ンセリングにおけるコミュニケーションを規定す

ることになる｡

Ⅲ コ ス ト

個別カウンセリングによるキャリアサービスは,

クライアントのニーズに柔軟に迅速に対応しやす

いため, 最も有効であるが, 反面, コストがかか

りすぎることが問題となった｡ この点について本

節では少し掘り下げてみていきたい｡

先にみた ｢デリバリー｣ の議論には, その根底

にキャリアサービスの対費用効果という考え方が

あるのは言うまでもない｡ Peterson ����. (1991)

では, キャリアサービスのデリバリーに関する前

提の一つとして, ｢キャリアサービスの選択はコ

ストを考慮して行い, 適切なサービスを受けられ

る個人の数を最大化すべきである (p.160)｣ と述

べている｡ また, Herr, Cramer & Niles (2004)

は, 従来は, キャリアカウンセリング・ガイダン

スの対費用効果に関する議論は少なかったが, 今
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表１ 各キャリアサービスの特徴

自己選択
個別

カウンセリング

グループ

カウンセリング
カリキュラム

コスト 安い 高い 中程度 安い

取り扱い人数 多い 少ない 中程度 中程度

クライアントとのコミュニケーション なし 多い 多い 中程度

クライアント間のコミュニケーション なし なし 多い 中程度

個別ニーズへの対応 柔軟 柔軟 中程度 固定的

構造化の程度 低い 低い 中程度 高い

カウンセラーに求められるスキル 低い 高い 高い 中程度

注：Peterson ����. (1991) を参照に, 改めて作成｡

表２ Sampson ����. (2000) による最適サービス決定のためのモデル

適応性

低い 高い

複雑性 高い レディネス：低い レディネス：中程度

サポートの必要性：高い サポートの必要性：中程度

個別ケース管理サービス
(Individual Case-Managed Services)

短期間スタッフ支援サービス
(Brief Staff-Assisted Services)

低い レディネス：中程度 レディネス：高い

サポートの必要性：中程度 サポートの必要性：なし

短期間スタッフ支援サービス
(Brief Staff-Assisted Services)

自助型サービス
(Self-Help Services)

注：Sampson ����. (2000) をもとに改めて作成｡



後はこうした議論の重要性がますます高まると述

べている｡ 実際, こうした問題意識から,

Reardon (1996) など, 大学キャリアセンターに

おける自己選択型のキャリアガイダンスプログラ

ムのコスト分析を行った論文もある｡

キャリアサービスのコストは, 概して言えば,

直接的な予算の問題としてよりは, 割り当てられ

た定員配置の問題として現れることが多い｡ 割り

当てられた人件費を効率よくキャリアサービスに

転換していくということが中心的な問題関心とな

る｡

例えば, 日本の大学のキャリアセンターにおい

ても, キャリアカウンセリングを導入するかどう

かは, 学生数, 職員数に影響されることが推測さ

れる結果が得られている｡ 表 3は, 労働政策研究・

研修機構 (2004) で実施した全国の 325 大学の就

職部またはキャリアセンターに対する質問紙調査

データをもとに, 今後 ｢学生の個人面談 (キャリ

アカウンセリング) に力を入れたい｣ とする回答

に影響する要因を重回帰分析によって検討したも

のである4)｡

表 3 から, キャリアカウンセリングの充実に向

けて関心を示している大学は, 基本的には在籍者

数の多い学校であることがわかる｡ また, そうし

た多くの学生を取り扱う十分な数の職員がいると

いうことが重要となっている｡ これは, 一つには,

キャリアカウンセリングがもともと立ち上げの段

階で一定のコストを要することとかかわっている

と推測される｡ キャリアカウンセリングを提供す

るにあたって一定の固定的な費用がかかるために,

十分な数のクライアントが見込めるのでなければ,

キャリアカウンセリングのコストが割高になって

しまい, キャリアセンターが提供するキャリアサー

ビスの中で, ひときわ費用がかかってしまうとい

うことになる｡

こうしたキャリアサービスのコストの議論は,

当然ながらカウンセリングの本質である対面的な

コミュニケーションの質の問題を左右する｡ 例え

ば, キャリアサービスの中で, 利用者数や職員の

数と密接に関連をもつ個別カウンセリングは, 十

分な人員が配置されない場合には, たとえ実施さ

れたとしても不十分にしか行われなくなりやすい

一方, それでも綿密なカウンセリングを継続して

いくと, 次第にコスト負担が問題になり, 早晩,

個別カウンセリングを維持できなくなる｡ キャリ

アカウンセリングにおけるコミュニケーションは,

コストにゆるやかに制約されているのであり, こ

の点は, より強調されてよいと思われる｡

Ⅳ アカウンタビリティ

1 ステークホルダー

最近のキャリアカウンセリング研究ではキャリ

アサービスのデリバリー, コストの議論と関連し

てアカウンタビリティに関する議論もみられてい

る｡

これは, どのようなサービスをどの程度のコス

トをかけて誰に提供するかという論点が, キャリ

アカウンセリングによってどんな効果が得られる

のかといったことに結びつき, 最終的にキャリア

カウンセリングの効果をきちんと説明することが,

質の高いキャリアガイダンスサービスを継続的に

提供する上で必要であるという問題意識から生じ

ている｡

例えば, 日本では, 現在, 国, 都道府県, 経営

者団体, 労働組合をはじめとするさまざまな設置

主体が, 不安定就労の若者を対象としたキャリア

ガイダンスサービスを提供する機関を設立してい

る｡ これらの設置主体はいわばステークホルダー
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表３ 大学就職部における ｢キャリアカウンセリングへの充実｣
に対する関心に影響を与える要因

β

就職率 .10

学生の就職ガイダンスへの参加状況 －.03

在籍者数 (対数) .43**

職員１人あたりの在籍者数 (対数) －.25*

学生１人あたりの予算 (対数) .08

就職支援のためのコンピュータの設置台数 －.02

詳しい職員が長期間担当している .09

キャリアカウンセラー等の学外人材を活用している .05

大学属性 (vs.国公立)

私立上位校 －.01

私立下位校 .03

(定数)

調整済み R2＝.07 F(10,215)＝2.64 p＜.01



として, 一定の効果が得られる一定水準のサービ

スを提供するように要請する｡

特に, この議論は, キャリアサービスと公共政

策のかかわりを考える際に, より重要となる

(OECD, 2004; Watts, 1996)｡ 現状において, 個別

カウンセリングを含むキャリアサービスに予算を

直接・間接に提供しているのは, ほとんどの場合,

公的機関か学校である (Watts, 2000)｡ そのため,

公共政策の立案者に対してどの程度, 国家的なプ

ライオリティを実現できているのかを説明しなけ

ればならない機会が増えている (Herr ����.,

2004)｡ その際, キャリアサービス全体に割ける

リソースは無尽蔵ではないため, 経済的なコスト

と便益という考え方が必要となり, これを説明す

るという局面が増えてくる｡

こうしたキャリアサービスをめぐるステークホ

ルダーとのコミュニケーションも, 現在のキャリ

アカウンセリングにおけるコミュニケーションで

は重要であると考えられるようになっている｡

2 ツール

こうした議論の流れから, 標準化された各種キャ

リアガイダンスツールの必要性・重要性の議論が

派生してくることもある｡ 例えば, 現在, キャリ

アサービスを提供するさまざまな機関が, 紹介パ

ンフレットにどのような適性検査を受けることが

可能で, どのような職業情報ツールを備えている

かを明記している｡ これは, 現在提供しているキャ

リアサービスが一定の水準に達していることを,

質の高い標準的なツールによって保証していると

いうことでもある｡ したがって, この点もキャリ

アサービスのアカウンタビリティの問題と潜在的

に関連している｡

また, 現在のようにキャリアサービスを提供す

る機関が急速に増えている状況では, そのサービ

スを提供する職員, 人員, カウンセラーに十分な

スキルがないという事態が生じやすくなる｡ 急激

に変化する世の中のキャリアニーズに対して, そ

れをサポートする人材の育成は常に遅れがちにな

る｡ そして, このギャップを埋めるための有効な

手段として質の高い標準的なツールが必要となる｡

定評ある興味検査・適性検査, 職業情報ツールを

標準的な手順にそって活用することで, 十分なス

キルのないカウンセラーも一定水準のキャリアサー

ビスを提供することが可能となる｡

一国のキャリアサービスの総体的なレベルは,

どの程度, 質の高い標準的なキャリアガイダンス

ツールを用意できているかにかなりの部分依存し

ているとさえ言える｡ 各種キャリアガイダンスツー

ルの必要性は, アカウンタビリティの観点からも

理論的な根拠を与えうる｡

3 評 価

外国のキャリアサービスに関する文献で, 最も

必要性が認識されながら, 最も難しいと捉えられ

ているのは ｢評価｣ の問題である｡ キャリアサー

ビスのアカウンタビリティが問題になるとき, ど

のサービスがどのような効果を上げているのかを

実証的に示さなければならない｡ そのための基準

をどのように設定するのかに困難がある｡ 従来の

効果測定研究では, 心理変数の変化によって効果

を示している場合が多いが, アカウンタビリティ

という観点からはよりキャリアサービスの効果を

客観的に示す必要がある｡

ただし, 概して言えば, この問題は ｢何がよい

キャリアサービスなのか｣ という一般的な問いと

して考えれば考えるほど難しくなる｡ むしろ, こ

の問題は, 個々のキャリアサービス提供機関で立

てられたミッションや目的とのかかわりで考えら

れるべき問題であろうと思う (Schutt, 2006)｡ 例

えば, ある大学のキャリアセンターが就職対策と

して設立されたのであれば学生の ｢就職率｣, あ

る若年就労支援機関が若者を集めようと立地のよ

いところに設置したのであれば ｢来所者数｣ など,

｢量｣ で出てくる数値がある｡ 異論はあるだろう

が, この ｢量｣ として測定できるものを, まずは

重視するべきであろう｡

どれほどよいサービスを提供していても具体的

な成果として現れなければなかなか説明しづらく,

したがって評価しにくい｡ この ｢評価｣ の問題が

アカウンタビリティの問題として位置づけられて

いることからも, 重要なのはサービスの内容が

｢正しく評価できている｣ ということよりも, ｢説

明が可能である｣ ということにあるのだろうと思
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う｡ ただし, この点については, さまざまな異論

もあり, 先行研究でもはっきりした見解は示され

ていない｡ 今後, 多方面で議論が必要となる問題

だと言えるであろう｡

Ⅴ 最後に 改めてキャリアカウンセリン

グにおける ｢コミュニケーション｣ を考える

本稿では, キャリアカウンセリングにおけるコ

ミュニケーションの問題を考えるにあたって, 最

近の欧米のキャリアサービスに関する文献から

｢デリバリー｣ ｢コスト｣ ｢アカウンタビリティ｣

の三つの点に関する議論を紹介した｡

最後に, ここまでの議論をもとに, カウンセラー

とクライアントの個別のコミュニケーションにつ

いて, 改めて考えたい｡

OECD の報告書などでは, キャリアガイダン

ス政策を考えるにあたって, 個別カウンセリング

の重要性が繰り返し指摘されている (OECD,

2004)｡ しかし, 同じくらいの重みをもって, グ

ループワークや, 情報リソースの取り扱い, 学校

との連携など, いわゆる ｢カウンセリング｣ 以外

の要素もかなり重視されている｡ 本稿で示したと

おり, キャリアサービスには, 個別カウンセリン

グ以外にもさまざまなタイプのものがあり, それ

らを組み合わせることによって初めて, 現在の多

様なニーズをもつクライアントに対応することが

できる｡

現在のキャリアカウンセリングをめぐる環境の

変化を, 一言でいい表すとするならば, やはり

｢連携｣ がキーワードになるだろうか｡ 日本でも

知られているイギリスの若年施策が ｢コネクショ

ンズ｣ サービスと命名されているとおり, 現在,

キャリアサービスは, 以前にもまして ｢何かと何

かをつなぐ｣ というアナロジーで捉えられるよう

になっている｡ 例えば, 従来の日本であれば, 学

校と企業をうまくつないでおけば, 大多数の人の

職業生活はかなり安泰であった｡ しかし, 個々人

の職業生活は, 以前に比べて, よりいっそう複雑

さを増し, 単一のキャリアサービス機関だけでは

十分に対応しきれなくなっている｡ 必要なサービ

スを提供する人や機関と相互に連携し, 個別のニー

ズにあったサービスを作り上げていく能力が, キャ

リアカウンセリングの領域では特に求められてい

る｡

とはいえ, 本稿で取り上げた内容は, 実は, そ

れほど目新しい指摘ではない｡ 日常的にカウンセ

リングサービスを提供しているプロフェッショナ

ルなカウンセラーに話を聞けば, 対面的なコミュ

ニケーションこそがカウンセリングの本質である

にもかかわらず, だからこそ対面的なコミュニケー

ションにはそれほど多くの時間を費やしていない

ことは, すぐに明らかになるはずである｡ 一般の

イメージとは異なり, 従来のカウンセリング理論

でも, 繰り返し, 連携とコーディネーションの必

要性は説かれてきた｡

したがって, ここにもし新しい認識が付け加わ

るとすれば, 今後は, 連携とコーディネーション

の必要性がコストやアカウンタビリティの論点と

結びつくということである｡

異なる考え方をもつ人が互いに連携するにあたっ

て, 必要となる根本的な問いとは, ｢これが誰の

何に役立つのか｣ である｡ 誰を対象としてどんな

サービスを提供するのか｡ そのためにどんな費用

負担があり, その効果はどのように説明できるの

か｡ キャリアカウンセリングの初期段階はすでに

過ぎ, ｢自己実現｣ や ｢キャリア｣ といった ｢ヒュー

マン｣ な価値観を声高に叫べば, 何か目新しいこ

とをいったことになる時代ではない｡ そういう話

で納得してくれるカウンセリングに理解のある人

には改めて説明する必要はない｡ 我々があえて説

明し, 理解してもらわなければならない相手とは,

常に, 何らカウンセリングに関心を持たないよう

な人なのだ｡

キャリアカウンセリングで必要なコミュニケー

ションには, カウンセリングの外部に向けたコミュ

ニケーションも含まれてきている (Gibson &

Mitchell, 2006)｡ 今後, よりいっそう重要になる

のは, クライアントと何かをつなぐためにクライ

アント以外の人とコミュニケーションをとってい

くことではないだろうか｡ これが, 結局のところ,

クライアントとカウンセラーの理想的な援助関係

を築くために必要であるということ, また, 本当

に困りきったクライアントの ｢心の問題｣ に耳を
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傾ける場を, 長期にわたって維持していくために

必要であるということは, 無論, 言うまでもない｡

1) キャリアサービスに関する外国文献に明示的には引用され

ていないが, これらの議論に関心が向けられるようになった

背景には, Drucker (1990) などによって問題関心が拡大し

た NPO のマネジメントの議論が色濃く影響していると推測

される｡ ただし, 本稿の内容と類似した議論は, Celotta

(1979) のシステムズアプローチなど, キャリアカウンセリ

ングの領域に以前からなかった訳ではない｡

2) こうした観点から, イギリスを中心としたヨーロッパにお

けるキャリアガイダンスの文献には, 本人が自覚していない

社会経済的な属性による不利益を是正し, 社会的な平等をも

たらす機能があるということを積極的に論じる議論も, 多く

みられるようになっている (cf. Gothard, Mignot, Offer &

Ruff, 2001; Irving & Malik, 2005; OECD, 2004; Watts,

1996)｡ ただし, この点については稿を改めて論じたい｡

3) 金沢 (1998) は, ここで取り上げている内容と類似の内容

を, 広告会社勤務の経験を生かして ｢広告とマーケティング｣

の用語で整理しており, 本稿を執筆する上でも参照した｡

4) 調査は 2003 年 10 月に実施｡ 全国 625 大学 (一部高専を含

む｡ なお分析では高専を除く) の就職指導担当者に調査票を

配布｡ 回収率は 52.1％｡ 調査内容は ｢実施中の就職支援策

について｣ ｢就職支援策に乗ってこない学生の問題点および

対策｣ ｢大学と企業の連携による就職支援｣ ｢大学における今

後の就職指導のあり方｣ など｡ 詳細は労働政策研究・研修機

構 (2004) を参照のこと｡
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